
（単位：億円）
一般会計

区 分

平成２５年度

予 算 額

（Ａ）

平成２６年度

予 算 案

（Ｂ）

増 △ 減 額

（Ｃ）

(（Ｂ）－（Ａ）)

増 △ 減 率

（Ｃ）／（Ａ）

一 般 会 計 ２９４，３１６ ３０７，４３０ １３，１１５ ４．５％

社会保障関係費 ２８９，３９７ ３０２，２５１ １２，８５４ ４．４％

その他の経費 ４，９１９ ５，１７９ ２６０ ５．３％

（25年度予算額） （26年度予算案） （対25年度増額）

29兆4,316億円 30兆7,430億円 （＋1兆3,115億円）

平成26年度厚生労働省予算案（一般会計）の全体像

【社会保障関係費の増加要因】
・ 平成26年度においては、消費税増収分5.0兆円（国・地方を含めた公費）のうち、4,962億円を社会保障の充実に向けること
としており、このうち、厚生労働省予算案分（国費）は1,204億円。
・ また、消費税率引上げに伴う社会保障４経費の増加分（2,318億円（国・地方を含めた公費））についても、消費税増収分で
措置することとしており、このうち、厚生労働省予算案分（国費）は1,540億円。
・ さらに、従来、補正予算で措置していたもののうち、70歳から74歳の医療費自己負担軽減（２割→１割）のための経費
（平成26年4月に新たに70歳になる者から段階的に法定の負担割合（２割）とするよう見直す）及び保育所整備費等について、
当初予算化した分が、あわせて3,918億円。
・ 平成26年度厚生労働省予算案（一般会計）について、これらを除いた増加額は6,452億円となり、対前年度比２．２％増となる。



国の一般歳出の約５４％は社会保障関係費 （高齢化等に伴い、一般歳出に占める社会保障関係費が急増）

年度 歳出総額 一般歳出 社会保障関係費

２０１４ ９５８，８２３ ５６４，６９７ （１００％） ３０５，１７５ （約５４％）

２０１０ ９２２，９９２ ５３４，５４２ （１００％） ２７２，６８６ （約５１％）

２００５ ８２１，８２９ ４７２，８２９ （１００％） ２０３，８０８ （約４３％）

２０００ ８４９，８７１ ４８０，９１４ （１００％） １６７，６６６ （約３５％）

一般歳出に占める社会保障費の割合の推移

平成２６年度 国の一般歳出と社会保障関係費

歳出 歳入

歳出

９５８，８２３（１
００．０）

歳入

９５８，８２３（１
００．０）

（億円、％）

一般歳出
５６４，６９７

国債費
２３２，７０２

地方交付税
交付金等
１６１，４２４

社会保障
３０５，１７５

公共事業
５９，６８５

文教及び
科学振興
５４，４２１

その他
９６，５６８

防衛
４８，８４８

租税及び
印紙収入
５００，０１０

公債金収入
４１２，５００

その他収入
４６，３１３

所得税
１４７，９００

法人税
１００，１８０

消費税
１５３，３９０

その他
９８，５４０

特例公債
３５２，４８０

建設公債
６０，０２０

（億円）

一般歳出に占める
社会保障関係費の割合
→ 約５４％



厚生労働省予算の約９７％は年金、医療等の給付費の国庫負担などの義務的経費

厚生労働省予算案
３０７，４３０
（１００．０）

（億円、％）

義務的経費

（年金・医療等
の経費を除く）
６，７６４
（２．２）

裁量的経費
１０，１１３
（３．３）

公共事業
関係費
１５０
（０．０５）

年金
１０７，１６６
（３４．９）

医療
１０８，３７３
（３５．３）

介護
２６，２５７
（８．５）

雇用
１，６０２
（０．５）

福祉等
４７，００７
（１５．３）

その他
１０，２６３
（３．３）

人件費等
６，７６４
（２．２）

※ 厚生労働省予算は、少子高齢化に伴い、制度改正
を行わなくても毎年度増加（自然増）する傾向。

近年の自然増の推移

平成26年度 厚生労働省予算案の概要

年度 自然増額（億円）

２０ ７，２００

２１ ８，７００

２２ １０，８００

２３ １２，４００

２４ １１，６００

２５ ８，４００

２６ ９，７００

注） 計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計と合致しないものがある。

義務的経費
（年金・医療等の経費）

２９０，４０４
（９４．５）


